
１　特別職 (千円)

職員数

（人） 報　　酬 給　　料 期末勤勉手当 その他の手当 計

長 等 3 0 34,116 16,547 11,194 61,857 8,090 69,947

議 員 25 170,460 0 82,674 0 253,134 45,611 298,745

(2)

2,447

(2)

2,475

長 等 3 0 33,120 15,401 370 48,891 7,705 56,596

議 員 26 173,640 0 80,743 0 254,383 50,617 305,000

(2)

1,257

(2)

1,286

長 等 0 0 996 1,146 10,824 12,966 385 13,351

議 員 △ 1 △ 3,180 0 1,931 0 △ 1,249 △ 5,006 △ 6,255

(0)

1,190

(0)

1,189

　( ) はうち常勤数

給 与 費 明 細 書（ 全 会 計 ）

区　　　分
給　　　与　　　費

共　済　費 合　　計 備　　考

本年度

その他の手当は、
通勤手当、退職手
当

その他の特別職 323,809 18,660 9,051 199 351,719 4,963 356,682

58,664 725,374計 494,269 52,776 108,272

前年度

その他の手当は、
通勤手当、退職手
当

その他の特別職 244,401 18,120 8,426 194 271,141 275,858

計 418,041 51,240 104,570 564 574,415 63,039 637,454

1,536 3,702

11,393 666,710

4,717

10,829 92,295

比　較

その他の特別職 79,408 540 625 5 80,578 246 80,824

△ 4,375 87,920計 76,228

-
3
8
0
-



２　一般職

　(1) 総　括 (千円)

報　　酬 給　　料 職員手当等 計

　　 種別
 区分

扶養手当 地域手当 住居手当 単身赴任手当 管理職手当 通勤手当 超過勤務手当 特殊勤務手当
管理職員

特別勤務手当
期末勤勉手当 児童手当 退職手当 計

1,887,131

<448,501>

1,697,594

<298,322>

189,537

<150,179>

 ※<    > は会計年度任用職員の期末勤勉手当で外書き

区　分
職員数 給　与　費

共済費 合　計 備　　　　　　　　　　考
（人）

本年度

913

1,848,643 3,696,088 3,979,967

前年度

909

1,760,098 3,605,009 3,693,822

1,717,280 11,241,978 報酬の額は、会計年度任用職員報酬に係る報酬の合計(22)

<508>

9,524,698

9,058,929 1,655,610 10,714,539 報酬の額は、会計年度任用職員報酬に係る報酬の合計(22)

<503>

比　較

4

88,545 91,079 286,145

職員手当
等の内訳

本年度 62,196 696,036 18,360

前年度 54,072 603,057 19,080

比　較 8,124 92,979 △ 720

58,476 152,780 3,979,96716360 105,023 96,350 454,685 53

61,670 527,439(0)

<5>

 ※(    ) は定年前再任用短時間勤務職員、暫定再任用短時間勤務職員で外書き
 ※<    > は会計年度任用職員で外書き（報酬額が月額で定められた職員数のみ計上し、報酬額が時間額で定められた職員数を除く。）

465,769

345,599 3,693,822421,514 42 47,868103

286,145△ 7,883 33,171 △ 50 △ 26 10,608 △ 192,819

101,978 104,233

0 3,045

360

-
3
8
1
-



(2)給料及び職員手当等の増減額の明細

区     分 増  減  額

千円 千円 千円

給 　　料 91,079 給与改定に伴う増減分 96,472 給与改定の状況

  区    　分  改　 定　 率

  前  年  度 2.70%

昇給に伴う増加分 28,502 平均昇給率 1.07%

昇給期別職員数

  昇  給  期   職  員  数

 ７月 702 人

そ の 他 の 増 減 分 △ 33,895 退職等に伴う減額 △ 30,786 職員数の変動状況

採用に伴う増額 89,984   区    　分  在職する職員

そ　　の　　他 △ 93,093   本  年  度 935 人

  前  年  度 931 人

  比  　　較 4 人

説　　　　　明増  減  事  由　別　内　訳

 実 施 時 期

令和６年４月１日

備　    　　　　　　考

-
3
8
2
-



区     分 増 減 額

千円 千円 千円

職員手当等 286,145 制度改正に伴う増減分 440,819  扶 養 手 当 8,124

 地 域 手 当 92,979 前年度 本 年 度 前 年 度

 期末勤勉手当 189,537 子 9,000 円 千円 千円

（常勤職員、定年前再任用短時間 特定期間の子加算額 4,000 円 62,196 54,072

　勤務職員及び暫定再任用職員）

 期末勤勉手当 150,179

（会計年度任用職員）

16

100 696,036 603,057

1,887,131 1,697,594

そ の 他 の 増 減 分 △ 154,674  住 居 手 当 △ 720

 単身赴任手当 0 本 年 度 前 年 度

 管理職手当 3,045 千円 千円

18,360 19,080

 特殊勤務手当 △ 50 360 360

 超過勤務手当 33,171

 通 勤 手 当 △ 7,883

 退 職 手 当 △ 192,819

 児 童 手 当 10,608

53 103

454,685 421,514

   交 通 機 関 等 利 用

交 通 用 具 利 用
（自動車・自転車）

勧 奨・普 通 退 職

定 年 に よ る 退 職 

３歳未満（第１子、第２子）

３歳未満（第３子以降）

３歳以上高校生年代まで
（第１子、第２子）

３歳以上高校生年代まで
（第３子以降）

 管理職員
 特別勤務手当

課長・担当課長
       84,000 円

101,978

課長及び課長相当職
 副参事
        75,100 円

管
理
職
手
当

部長及び部長相当職
 参事
        93,500 円

105,023

単身赴任手当 30,000 円

部長・担当部長
      102,800 円

△ 26

（給料+扶養手当+管理職手当）×支給率

100地　域　手　当

11,500 円

4,000 円

6,000 円
（課長級職員3,000円）

6,000 円
（課長級職員3,000円）

父母等

配偶者
3,000 円

（課長級職員　0円）
6,000 円

（課長級職員3,000円）

448,501 298,322

4.65月
（2.45月）

2.45月

期末
勤勉
手当

4.85月
（4.85月）

3.675月

増  減  事  由　別　内　訳 説　　　　　明 備　    　　　　　　考

種　　　別
 金 　　額 支  　給  　額  　等

本年度

96,350 104,233

種　　　別 支  　給  　額  　等

課長職 10,000 円（平日深夜 5,000 円）

35歳未満で賃貸住宅に居住する世帯主、または世
帯主に準ずる者

15,000 円

住　居　手　当

部長職 12,000 円（平日深夜 6,000 円）

 金 　　額 

管理職員特別勤務手当 16 42

６か月定期等

４種類　

58,476 47,868
10,000 円

152,780 345,599

30,000 円

扶養
手当

18

児
童
手
当

15,000 円

30,000 円

退職
手当

特　殊　勤　務　手　当

 0 人

距離に応じて支給

13 人

超  過  勤  務  手  当

通勤
手当

常勤職員
（定年前再任用短時間勤務職

員及び暫定再任用職員）

会計年度任用職員

-
3
8
3
-



(3) 給料及び職員手当等の状況

　ア.職員１人当たりの給与

３２７，７００ 円 ３３８，３００ 円

令和６年１１月１日現在 ４０７，９００ 円 ３９７，３００ 円

     　　 ４１歳０３ 月       ５７歳０７ 月

３２２，１００ 円 ３４８，０００ 円

令和５年１１月１日現在 ４０１，６００ 円 ４１１，９００ 円

     　　 ４０歳０９ 月       ５６歳１０ 月

　※水道部、下水道課職員及び暫定再任用職員を除く。

　イ.初　任　給

高　　 校　 　卒 １８８，０００ 円 １８５，４００ 円 １８８，０００ 円

短     大     卒 １９９，７００ 円

（総合職）２３０，０００ 円

（一般職）２２０，０００ 円

一  般  行  政  職 技  能  労  務  職

平 均 給 与 月 額

平  均  年  齢

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平  均  年  齢

平 均 給 料 月 額

区　　　　　     分

国

大　　 学　 　卒 ２２５，５００ 円

区  　　　分 一  般  行  政  職 技  能  労  務  職
（一 般 行 政 職）

-
3
8
4
-



ウ.級別の基準となる職務及び級別職員数

級 級

部長の職務 ５級 28 人 4.1 ％ 人 ％

課長の職務 ４級 69 10.0

(0) (0.0) (0) (0.0)

179 25.9 2 22.2

(3) (100.0) (0) (0.0)

225 32.6 5 55.6

(0) (0.0) (0) (0.0)

189 27.4 2 22.2

(3) (100.0) (0) (0.0)

690 100.0 9 100.0

部長の職務 ５級 26 人 3.8 ％ 人 ％

課長の職務 ４級 70 10.2

(0) (0.0) (0) (0.0)

178 25.9 2 20.0

(4) (100.0) (0) (0.0)

217 31.6 5 50.0

(0) (0.0) (0) (0.0)

196 28.5 3 30.0

(4) (100.0) (0) (0.0)

687 100.0 10 100.0

※ 一般行政職は、税務職、看護・保健職、福祉職等を除いた数

※（　）は暫定再任用短時間勤務職員で外書き

２級

１級

令和６年11月１日現在

区　　　　　　分 基 準 と な る 職 務 内 容
一  般  行  政  職 技  能  労  務  職

係長若しくは主査又は課長補佐の職務
技能長の職務

３級

計　

主任、技能主任の職務
高度の知識若しくは技能又は経験を必要とする業務を
行う職務

２級

定型的な業務又は相当高度の知識、技能若しくは経験
を必要とする業務を行う職務

１級

職 員 数 構 成 比 職 員 数 構 成 比

３級

令和５年11月１日現在

係長若しくは主査又は課長補佐の職務
技能長の職務

３級

定型的な業務又は相当高度の知識、技能若しくは経験
を必要とする業務を行う職務

１級

主任、技能主任の職務
高度の知識若しくは技能又は経験を必要とする業務を
行う職務

２級 ２級

３級

１級

計　

-
3
8
5
-



エ.昇給

(A) 98
人

782
人

880
人

(B) 58 644 702

3 63 66

26 403 429

23 143 166

6 35 41

(B)／(A) 59.2 ％ 82.4 ％ 79.8 ％

(A) 96
人

767
人

863
人

(B) 58 591 649

2 49 51

30 361 391

22 162 184

4 19 23

(B)／(A) 60.4 ％ 77.1 ％ 75.2 ％

本年度

　　６号給

区　　　　　    分 計

職　 員　 数

    昇給に係る職員数

　　５号給

管理職 管理職以外

比　　　  率

号給数別内訳

１～３号給

　　４号給

前年度
号給数別内訳

１～３号給

　　４号給

　　５号給

　　６号給

職　 員　 数

    昇給に係る職員数

比　　　  率

-
3
8
6
-



オ.期末手当・勤勉手当

2.425
月分

2.425
月分

4.85
月分

(2.425) (2.425) (4.85)

＜1.8375＞ ＜1.8375＞ ＜3.675＞

2.325 2.325 4.65

(1.225) (1.225) (2.45)

＜1.225＞ ＜1.225＞ ＜2.45＞

2.300 2.300 4.60

(1.200） (1.200) (2.40)

※（　）は定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員、＜＞は会計年度任用職員の標準的な支給率

カ.定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

退職時特別昇給 備　　　考

月分 月分 月分 月分

　　（支給率等）

キ.地域手当

区 　　分
支　給　期　別　支　給　率

支 給 率 計
職制上の段階、職務の

備　　　考
６月 12月 級等による加算措置

本 　年 　度 有

前   年   度 有

国 の 制 度 有

区 　　分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度  その他の加算措置等

なし

国 の 制 度
24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退職特例
措置(２％～45％加算)

なし

支 給 率 等 23.0 30.5 43.0 43.0
定年前早期退職特例

措置(２％～20％加算)

国の指定基準に
基づく支給率

２級地 (16 ％)

支給対象地域 武 蔵 野 市

支　 給　 率 18 ％

支給対象職員数 935 人

-
3
8
7
-



ク.特殊勤務手当

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.001  ％  ％ 0.000  ％

0.11  ％  ％ 0.00  ％

代表的な特殊
支給額の多い手当

勤務手当の名称 支給職員の多い手当

ケ.その他の手当

種　　　別 金　    額

子  11,500 円

特定期間の子加算額 　5,000 円

父母等   6,500 円（８級相当職 3,500 円）

配偶者   3,000 円（８級相当職 0 円）

　月額16,000円を超える家賃を支払っている
者：最高28,000円
　配偶者等が借家・借間に居住する単身赴任
手当受給職員：最高14,000円

　６か月定期券等の価格による額。ただし、
最高支給限度額は150,000円（１か月）

　５㎞未満2,000円、５～10km未満4,200円、
10～15km未満7,100円、15～20km未満10,000
円、20～25km未満12,900円、25～30km未満
15,800円、30～35km未満18,700円、35～40km
未満21,600円、40～45km未満24,400円、45～
50km未満26,200円、50～55km未満28,000円、
55～60km未満29,800円、60km以上31,600円
　交通機関等と交通用具併用者支給限度額
150,000円（１か月）

交通用具利用者

借　家・借　間

交通機関等利用者

交通用具利用者

国

　世帯主であり当該年度末において35歳未満
の者が対象。家賃の月額が15,000円以上の者
に15,000円を支給。
　配偶者等が借家・借間に居住する単身赴任
手当受給職員：最高7,500円

　６か月定期券等の価格による額。ただし、
最高支給限度額は150,000円（１か月）

　５㎞未満2,600円、５～10km未満3,000円、
10～15km未満5,000円、15～20km未満7,000
円、20～25km未満9,000円、25～35km未満
11,000円、35～45km未満13,000円、45～55km
未満14,000円、55km以上15,000円
　交通機関等と交通用具併用者支給限度額
150,000円（１か月）

11,500 円

武　  蔵　  野　  市

配偶者 3,000 円（課長級職員 0 円）

種　　　　別

緊急出動手当

金　    額

一 般 行 政 職

扶　養　手　当 異　な　る

0.11

全　職　種

支 給 対 象 職 員 比 率
（令和６年11月１日現在）

 区　　　　　　分

0.001

代　表　的　な　職　種

技 能 労 務 職

通　勤　手　当

交通機関等利用者

異　な　る

子

借 家 ・ 借 間 

差　　異　　の　　内　　容

緊急出動手当

異　な　る住　居　手　当

特定期間の子加算額 4,000 円

父母等 6,000 円（課長級職員 3,000 円）

国の制度との
異同

区 　　分

-
3
8
8
-



一般職 (千円)

報　　酬 給　　料 職員手当等 計

　　 種別
 区分

扶養手当 地域手当 住居手当 単身赴任手当 管理職手当 通勤手当 超過勤務手当 特殊勤務手当
管理職員

特別勤務手当
期末勤勉手当 児童手当 退職手当 計

1,834,955

<435,964>

1,653,721

<289,964>

181,234

<146,000>

 ※<    > は会計年度任用職員の期末勤勉手当で外書き

給 与 費 明 細 書 （一般会計）

区　分
職員数 給　与　費

共済費 合　計 備　　　　　　　　　　考
（人）

本年度

885

1,801,182 3,591,277 3,875,511

前年度

883

1,712,851 3,509,680 3,606,743

1,669,596 10,937,566 報酬の額は、会計年度任用職員報酬に係る報酬の合計(22)

<494>

9,267,970

8,829,274 1,613,207 10,442,481 報酬の額は、会計年度任用職員報酬に係る報酬の合計(22)

<489>

比　較

2

88,331 81,597 268,768

職員手当
等の内訳

本年度 60,738 676,907 17,460

前年度 53,124 587,651 18,000

比　較 7,614 89,256 △ 540

58,476 152,780 3,875,51116360 105,023 93,038 439,741 53

56,389 495,085(0)

<5>

 ※(    ) は定年前再任用短時間勤務職員、暫定再任用短時間勤務職員で外書き
 ※<    > は会計年度任用職員で外書き（報酬額が月額で定められた職員数のみ計上し、報酬額が時間額で定められた職員数を除く。）

438,696

345,599 3,606,743406,654 42 47,86894

268,768△ 8,650 33,087 △ 41 △ 26 10,608 △ 192,819

101,978 101,688

0 3,045

360

-
3
8
9
-



事　　項 限　度　額

期　間 金　額 期　間 金　額 国都支出金 地　方　債 そ　の　他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

市庁舎放送設備更新
工事

23,044 令和８年度 23,044 23,044

市庁舎外壁及び排煙
窓改修基本・実施設計
業務

78,366 令和８年度 78,366 78,366

中央コミュニティセン
ターバリアフリー化等
改修工事

198,072 令和８年度 198,072 198,072

吉祥寺西コミュニティ
センター大規模改修
工事

261,013
令和８年度から
令和９年度まで

261,013 261,013

本宿コミュニティセン
ター大規模改修工事

233,455 令和８年度 233,455 233,455

障害者福祉センター
改築工事

1,693,157
令和８年度から
令和９年度まで

1,693,157 400,000 1,293,157

消防団第６分団詰所
改築基本・実施設計業
務

20,149 令和８年度 20,149 20,149

第五小学校改築工事 6,777,507
令和８年度から
令和９年度まで

6,777,507 3,400,000 1,700,000 1,677,507

市民会館大規模改修
工事

425,080 令和８年度 425,080 425,080

武蔵野庭球場等改修
工事

180,009 令和８年度 180,009 180,009

高齢者総合センター・
障害者福祉センター
仮設施設賃貸借

572,088
令和５年度から
令和６年度まで

60,000
令和７年度から
令和10年度まで

338,200 338,200

保健センター増築及
び複合施設整備実施
設計業務

135,960 令和６年度 0
令和７年度から
令和８年度まで

135,960 135,960

武 蔵 野 ク リ ー ン セ ン
ター運営事業

8,154,558
令和７年度から
令和18年度まで

8,154,558 8,154,558

第一中学校・井之頭小
学校仮設校舎賃貸借

547,136
令和７年度から
令和10年度まで

547,136 547,136

第五中学校・第五小学
校仮設校舎賃貸借

665,978
令和７年度から
令和９年度まで

665,978 665,978

武蔵野市立自然の村
の管理運営

武蔵野市立自然の村
の管理運営に要する額

令和７年度から
令和９年度まで

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の

支 出 額 又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 に 関 す る 調 書

前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源
一般財源
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事　　項 限　度　額

期　間 金　額 期　間 金　額 国都支出金 地　方　債 そ　の　他

前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

境南コミュニティセン
ターの管理運営

境 南 コ ミ ュ ニ テ ィ セ ン
ターの管理運営に要す
る額

令和７年度から
令和11年度まで

西久保コミュニティセン
ターの管理運営

西久保コミュニティセン
ターの管理運営に要す
る額

令和７年度から
令和11年度まで

吉祥寺東コミュニティ
センターの管理運営

吉祥寺東コミュニティセ
ンターの管理運営に要
する額

令和７年度から
令和11年度まで

中央コミュニティセン
ター中町集会所の管
理運営

中 央 コ ミ ュ ニ テ ィ セ ン
ター中町集会所の管理
運営に要する額

令和７年度から
令和11年度まで

中央コミュニティセン
ターの管理運営

中 央 コ ミ ュ ニ テ ィ セ ン
ターの管理運営に要す
る額

令和７年度から
令和11年度まで

吉祥寺北コミュニティ
センターの管理運営

吉祥寺北コミュニティセ
ンターの管理運営に要
する額

令和７年度から
令和11年度まで

本町コミュニティセン
ターの管理運営

本 町 コ ミ ュ ニ テ ィ セ ン
ターの管理運営に要す
る額

令和７年度から
令和11年度まで

八幡町コミュニティセン
ターの管理運営

八幡町コミュニティセン
ターの管理運営に要す
る額

令和７年度から
令和11年度まで

関前コミュニティセン
ターの管理運営

関 前 コ ミ ュ ニ テ ィ セ ン
ターの管理運営に要す
る額

令和７年度から
令和11年度まで

関前コミュニティセン
ター分館の管理運営

関 前 コ ミ ュ ニ テ ィ セ ン
ター分館の管理運営に
要する額

令和７年度から
令和11年度まで

御殿山コミュニティセン
ターの管理運営

御殿山コミュニティセン
ターの管理運営に要す
る額

令和７年度から
令和11年度まで

桜堤コミュニティセン
ターの管理運営

桜 堤 コ ミ ュ ニ テ ィ セ ン
ターの管理運営に要す
る額

令和７年度から
令和11年度まで

吉 祥 寺 南 町 コ ミ ュ ニ
ティセンターの管理運
営

吉祥寺南町コミュニティ
センターの管理運営に
要する額

令和７年度から
令和11年度まで

緑町コミュニティセン
ターの管理運営

緑 町 コ ミ ュ ニ テ ィ セ ン
ターの管理運営に要す
る額

令和７年度から
令和11年度まで

西部コミュニティセン
ターの管理運営

西 部 コ ミ ュ ニ テ ィ セ ン
ターの管理運営に要す
る額

令和７年度から
令和11年度まで

吉祥寺西コミュニティ
センターの管理運営

吉祥寺西コミュニティセ
ンターの管理運営に要
する額

令和７年度から
令和11年度まで

吉祥寺西コミュニティ
センター分館の管理
運営

吉祥寺西コミュニティセ
ンター分館の管理運営
に要する額

令和７年度から
令和11年度まで
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事　　項 限　度　額

期　間 金　額 期　間 金　額 国都支出金 地　方　債 そ　の　他

前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

けやきコミュニティセン
ターの管理運営

けやきコミュニティセン
ターの管理運営に要す
る額

令和７年度から
令和11年度まで

本宿コミュニティセン
ターの管理運営

本 宿 コ ミ ュ ニ テ ィ セ ン
ターの管理運営に要す
る額

令和７年度から
令和11年度まで

武蔵野市立武蔵野市
民文化会館の管理運
営

武蔵野市立武蔵野市
民文化会館の管理運
営に要する額

令和７年度から
令和11年度まで

武蔵野市立武蔵野芸
能劇場の管理運営

武蔵野市立武蔵野芸
能劇場の管理運営に
要する額

令和７年度から
令和11年度まで

武蔵野市立武蔵野公
会堂の管理運営

武蔵野市立武蔵野公
会堂の管理運営に要
する額

令和７年度から
令和８年度まで

武蔵野市立武蔵野ス
イングホールの管理運
営

武蔵野市立武蔵野スイ
ングホールの管理運営
に要する額

令和７年度から
令和11年度まで

武蔵野市立吉祥寺美
術館の管理運営

武蔵野市立吉祥寺美
術館の管理運営に要
する額

令和７年度から
令和11年度まで

武蔵野市立松露庵の
管理運営

武蔵野市立松露庵の
管理運営に要する額

令和７年度から
令和11年度まで

武蔵野市立吉祥寺シ
アターの管理運営

武蔵野市立吉祥寺シア
ターの管理運営に要す
る額

令和７年度から
令和11年度まで

武蔵野市立かたらい
の道市民スペースの
管理運営

武蔵野市立かたらいの
道市民スペースの管理
運営に要する額

令和７年度から
令和11年度まで

武蔵野市立みどりのこ
ども館の管理運営

武蔵野市立みどりのこ
ども館の管理運営に要
する額

令和７年度から
令和11年度まで

武蔵野市障害者福祉
センターの管理運営

武蔵野市障害者福祉
センターの管理運営に
要する額

令和７年度から
令和11年度まで

武蔵野市放課後等デ
イサービス施設の管理
運営

武蔵野市放課後等デイ
サービス施設の管理運
営に要する額

令和７年度から
令和11年度まで

武蔵野市立高齢者総
合センターの管理運
営

武蔵野市立高齢者総
合センターの管理運営
に要する額

令和７年度から
令和11年度まで

武蔵野市立高齢者総
合センターデイサービ
スセンターの管理運営

武蔵野市立高齢者総
合センターデイサービ
スセンターの管理運営
に要する額

令和７年度から
令和11年度まで

武蔵野市立北町高齢
者センターの管理運
営

武蔵野市立北町高齢
者センターの管理運営
に要する額

令和７年度から
令和11年度まで

武蔵野市立北町高齢
者センターコミュニティ
ケアサロン（老人デイ
サービス）の管理運営

武蔵野市立北町高齢
者センターコミュニティ
ケア サロン（ 老人 デイ
サービス）の管理運営
に要する額

令和７年度から
令和11年度まで
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事　　項 限　度　額

期　間 金　額 期　間 金　額 国都支出金 地　方　債 そ　の　他

前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

武蔵野市桜堤ケアハ
ウスの管理運営

武蔵野市桜堤ケアハウ
スの管理運営に要する
額

令和７年度から
令和11年度まで

武蔵野市立０１２３吉祥
寺の管理運営

武蔵野市立０１２３吉祥
寺の管理運営に要する
額

令和７年度から
令和11年度まで

武蔵野市立０１２３は
らっぱの管理運営

武 蔵 野 市 立 ０ １２ ３は
らっぱの管理運営に要
する額

令和７年度から
令和11年度まで

武蔵野市立武蔵野商
工会館市民会議室の
管理運営

武蔵野市立武蔵野商
工会館市民会議室の
管理運営に要する額

令和７年度から
令和11年度まで

武蔵野市立吉祥寺図
書館の管理運営

武蔵野市立吉祥寺図
書館の管理運営に要
する額

令和７年度から
令和11年度まで

武蔵野市立ひと・まち・
情報創造館武蔵野プ
レイスの管理運営

武蔵野市立ひと・まち・
情報創造館武蔵野プレ
イスの管理運営に要す
る額

令和７年度から
令和11年度まで

武蔵野市立体育施設
の管理運営

武蔵野市立体育施設
の管理運営に要する額

令和７年度から
令和11年度まで

武蔵境市政センター
施設借上

武蔵境市政センターの
施設の借上げに要する
額

平成29年度から
令和６年度まで

46,244
令和７年度から
令和28年度まで

社会福祉法人武蔵野
市民社会福祉協議会
に対する償還金補助

武蔵野市が社会福祉
法人武蔵野市民社会
福祉協議会と協定した
社屋改築事業について
社会福祉法人武蔵野
市民社会福祉協議会
が融資を受けた元金及
び利子

令和６年度 0
令和７年度から
令和27年度まで

公益財団法人武蔵野
市子ども協会に対する
償還金補助

武蔵野市が公益財団
法人武蔵野市子ども協
会と協定した事業につ
いて公益財団法人武
蔵野市子ども協会が融
資を受けた元金及び利
子

平成24年度から
令和６年度まで

442,887
令和７年度から
令和14年度まで

一般財団法人武蔵野
市開発公社が解散し
たときの負債

解散時の負債 解散時

武蔵野市土地開発公
社の公共用地先行取
得事業

武蔵野市土地開発公
社が取得した用地等の
買取りに要する額

令和７年度から
令和16年度まで

金融機関に対する債
務保証

武蔵野市が武蔵野市
土地開発公社に委託し
た業務につき公社が融
資を受けた元金及び利
子

令和７年度から
令和16年度まで
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前 前 年 度 末 前年度末現在高 当 該 年 度 末

区　　分
現　　在　　高 見　　　込　　　額

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中
現在高見込額

起 債 見 込 額 元金償還見込額

千円 千円 千円 千円 千円

総 務 債 1,057,323 932,246 105,654 826,592

民 生 債 110,273 92,002 300,000 18,470 373,532

衛 生 債 1,087,913 935,854 152,503 783,351

土 木 債 3,454,114 2,938,506 461,147 2,477,359

消 防 債 261,847 219,542 42,314 177,228

教 育 債 3,805,114 6,658,015 2,500,000 403,822 8,754,193

減税補てん債 202,409 97,447 64,570 32,877

合 計 9,978,993 11,873,612 2,800,000 1,248,480 13,425,132

※原則として表示単位未満を四捨五入

地 方 債 の 前 前 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及 び

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

当　該　年　度　中　増　減　見　込

-394-


